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機密保持に関する誓約書

株式会社〇〇〇〇〇（以下「甲」という。）は、「税関検査場電子申告ゲートのアプリケーション改修」の調達に係る公募への参加を検討するにあたり、東京税関（以下「乙」という。）から開示される関連資料を参照又は閲覧することについて、下記の条項を遵守することを誓約いたします。
記
（機密情報）
第１条　本誓約書において「機密情報」とは、関連資料に記載された一切の情報をいう。

（機密保持）
第２条　甲は、機密情報を本件公募への参加検討以外の目的で使用しない。
 　 ２　甲は、機密情報を適切に管理し、第三者への開示、漏えい又は公表を行わない。

（関連資料）
第３条　本誓約書でいう「関連資料」とは、別紙１及び別紙２に記載する文書をいう。

（目的外使用の禁止）
第４条　甲は、本件目的以外に関連資料を使用しないものとする。

（本件目的に係る作業の内容）
第５条　本件において実施できる作業は、次の各号に掲げるものとする。 
（1）関連資料の参照 
（2）関連資料のうち、閲覧資料の閲覧

（実施時期）
第６条　前条第２号に規定する作業の実施日時は、乙が別途指定する日時とする。

（実施場所）
第７条　第５条第２号に規定する作業の実施場所は、東京税関庁舎内のうち乙が指定する場所とする。

（関連資料の使用に係る遵守条件）
第８条　甲は、関連資料を指定された場所から持ち出さないものとし、また、閲覧中及び閲覧終了後を問わず、複製、撮影、記録、第三者への開示、漏えい又は公表を行わない。
２　甲は、関連資料の閲覧を、乙が提示する資料に限り行う。
３　甲は、乙及び関連資料の著作権者が、本件に係る作業状況を確認することについて異議を申し立てない。
４　甲は、本件に従事する従業員の名簿を別紙３により提出するとともに、当該従業員に本誓約書の内容を遵守させるものとする。また、当該従業員による違反行為については、甲がその責任を負う。
５　甲は、関連資料の利用に起因し第三者との間で紛争その他の問題が生じた場合においても、乙又は著作権者に対し、損害賠償その他の請求を行わない。

（調査）
第９条　甲は、乙又は著作権者が本誓約書の遵守状況を確認する必要があると認めた場合には、報告の求め又は調査に協力するものとする。

（権利）
第10条　甲は、関連資料の閲覧又は利用により、関連資料に係る著作権その他の権利が甲に付与されるものではないことを確認する。

（損害賠償）
第11条　甲が本誓約書に違反し、乙又は著作権者に損害を与えた場合には、甲はその損害を賠償するものとする。なお、損害には、違反への対応に要した費用及び弁護士費用相当額を含むものとする。

（管轄裁判所）
第12条　本誓約書に関して紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（協議）
第13条　本誓約書に定めのない事項又は本誓約書の解釈について疑義が生じた場合は、甲及び乙が誠意をもって協議し、解決を図るものとする。

以上















別紙１
配布資料一覧
	資料
番号
	資料名
	所有者
（著作権者）

	１
	税関検査場電子申告ゲートのアプリケーション改修仕様書
	東京税関

	２
	別紙０１　用語集
	東京税関

	３
	別紙０２　機能仕様書
	東京税関



別紙２　

閲覧資料一覧
	資料
番号
	資料名
	所有者
（著作権者）

	１
	閲覧資料１
財務省セキュリティポリシー
	東京税関

	２
	閲覧資料２
関税局及び税関における情報セキュリティの確保のための実施規則
	東京税関

	３
	閲覧資料３
税関関連システムの管理及び情報セキュリティの確保に関する規程
	東京税関

	４
	閲覧資料４
税関検査場電子申告ゲート　操作説明書
	東京税関

	５
	閲覧資料５
税関検査場電子申告ゲート　ハードウェア・ソフトウェア要件定義書
	東京税関

	６
	閲覧資料６
税関検査場電子申告ゲート　ネットワーク要件定義書
	東京税関

	７
	閲覧資料７
税関検査場電子申告ゲート　基本設計書
	東京税関

	８
	閲覧資料８
税関検査場電子申告ゲート　詳細設計書
	東京税関




別紙3

従業員名簿
	
	組織名
	役職
	氏名
	連絡先

	１
	

	
	
	

	２
	

	
	
	

	３
	

	
	
	

	４
	

	
	
	

	５
	

	
	
	





